2008年1月21日、福祉会館にて
神奈川県企画部広域行政課、川﨑泰彦氏の講演と質疑

川﨑　本日は市民会議の「第33回全体会議」ということでお招きにあずかりました。私からは、会議に先立ちまして、地方分権改革推進委員会から示された「中間的な取りまとめ」、並びに、現在、神奈川県が取り組んでおります「県の自治基本条例に向けた状況」につきまして、少しお時間を頂戴して説明申し上げたいと思います。

　さて、鎌倉市の自治基本条例についての取り組みにつきましては、県としても非常に注目しているところであります。伺ったところでは、平成18年、100人を超える公募委員でスタートして以来、大変ご熱心な討論や意見交換会、さらには有識者あるいは三鷹市の職員などをフォーラムに招かれ、加えて6つのグループに分かれて1600もの課題の抽出、そして、昨年10月には素案大綱のたたき台まで作られるという、大変、精力的な活動を進められていると承知しております。大綱には私も目を通させていただきましたが、各項目には解説や討議の経過が盛り込まれるなど、詳しく掲載されておりまして、ほんとに市民総意で策定に向けた検討の意気込みが伝わってまいります。
　皆様方のこうしたご検討の糧に少しでもお役に立ちますよう、地方分権改革と県の自治基本条例の取り組みについて、順次、説明してまいりたいと思います。お手元に資料をお配りしております。
　
　それでは、目次をご覧戴きたいと思います。基本的な事項を此処でまとめております。皆様方の二年間のご検討に対するおさらいの意味で見ていただきたいと思います。①から③はこれまでの背景その他ですので、④の地方分権改革推進法を中心に、「中間的な取りまとめ」で取り上げている完全自治体の考え方、条例制定権の拡充、上書き権、さらにはこれから行われるであろう、勧告のポイントなどをご説明をしたいと思います。あと、若干時間がございましたら、少し飛んで2-2の自治基本条例の検討に触れたいと思います。
　まず地方分権改革の動向でございます。ご承知の通り、地方分権とは中央集権で国に集中している権限や財源を、県や市町村に移して、地域のことは地域で決めるということでして、このルールが自治基本条例につながってくる考え方でございます。
　しかし、私ども神奈川県では、地域主権という言葉を使いながら、この分権改革を捉えようとしています。そこで地域主権とは何かということですが、地方分権という場合は目線が中央にあって、中央から地方に権限を分け与える形になり、官々分権と言われたりすることにもなります。一方、地域主権というのは、国から地方に分け与えるのではなく、もともとそこに地域の主権があるという考え方でございます。地方分権改革というのは、自治体自らが主体となって、権利を主張するものだという考え方です。そういう意味で、私どもは、地域主権という言葉で分権改革を捉えているわけです。
　地方分権改革を進めていくにあたり、憲法で保障されている「地方自治の本旨」という言葉のなかに、団体自治と住民自治という考え方がございます。分権改革は、先ほど申し上げましたように、国から地方に権限が下りてまいりますと、団体自治としては権力や税源移譲が進んで充実してまいりますが、しかし、それは住民自治まで跳ね返ってこないということがあります。ですから、分権改革の中では、団体自治プラス住民自治の考え方がどうしても必要だということになります。
　ご覧頂いているように、地方分権というのは、明治の時代からずっと言われてきて、大正、昭和、戦後の時代へと連綿と地方分権、或は自立、強化ということが言われてきたわけです。最近言われている地方分権改革の主な流れは、皆様のフォーラムでもお耳になさっているかと思いますが、平成5年の「衆参両院の地方分権の推進に関する決議」をスタートラインにしているものです。その二年後の平成7年には、地方分権推進法が施行されて地方分権推進委員会が設置されました。当時の長洲知事、それからその後を引き継いだ岡崎知事が委員として選任されているわけであります。それから、②の平成12年4月の地方分権一括法の施行によりまして、大きな改革が行われたわけでありますが、特に大きかったのは機関委任事務制度の廃止であります。これは後程ご覧戴きたいと思います。そのときに「やっとベースキャンプにたどり着いた」という表現がされたりもしました。しかし、機関委任事務制度は廃止されましたけれども、財源問題の手当てがなされませんでした。それから、もうひとつ大きな課題は、やはり住民自治の観点からの取り組みが弱かったということです。　
　この財源の問題に焦点を当てたのが、平成16年からはじまる「三位一体の改革」です。これをどう位置づけるか難しいところがありますが、松沢知事も、この「三位一体の改革」は「十分でなかった」、「国の財政再建に利用されてしまった」「、国と地方が同じ土俵の上に立つならば、やはり法律なり協議の場をきちっと作って闘っていかなければならない」との立場から内外に提言をしまして、そして、そうした努力もあって、平成18年には地方分権改革推進法という、改革という文字を使った法律が成立しました。その思いの中には、国と地方の役割分担を徹底的に見直すということと、もうひとつはそれを裏付ける税財源をきちっと解決するという意味が込められていると理解しています。昨年4月、この法律が施行されて以来、3年間の時限立法ですが、1年余を経過する今年の春から、順次、政府に対して勧告がまとめられ、提言が行われることになっております。
　さて、平成5年の地方分権に関する決議は、「ゆとりと豊かさを実感できる社会」の実現を目指したものですが、21世紀を展望して地方自治の確立を目指した決議であります。この地方分権一括法によって、475本の法律が改正され、機関委任事務制度が廃止されましたが、大変大きな効果が認められました。その中身としては、国の地方への関与をルール化したこと、それから、国と地方との関係が、法制度上ではありますけれども、上下・主従関係から対等・協力の関係に移行しました。ただ、法制度上はそうでありますけれども、まだ国の関与、あるいは義務付けというものが依然残っておりますし、一番何よりも、私ども地方が、国に対して上目遣いといいますか、「どっちを向いて仕事をしているのだ」とよく言われますが、我々職員の意識の中にも、分権改革の趣旨が浸透しきれていない部分がございます。これを何とか、本当の対等・協力の関係に変えていかなくてはならない、そのためには、これから申し上げますけれども、完全自治体、地方政府という概念が必要になってくるわけでございます。

　地方自治の仕組みは、従来ですと住民から各々の選挙で選ばれた議員なり首長が、二元代表制のもと、機関委任事務制度の仕組みでは、県知事は、約70～80％は国の指示を受けて仕事をしている形でした。この上下・主従の関係が、国と自治体が対等・協力の関係に立つ形となり、本来の地方自治法が目指した、住民が自治体の上に座るような仕組みが、ようやく出来上がろうとされてまいりました。しかし、現在、地方の仕事量と税収の不均衡が残っていまして、一部では先の「三位一体の改革」で3兆円規模の税収が地方に移譲されたものの結果として都市部に集中して、地域格差を大きくしたと言われたりもしていますが、全体的にみると国の仕事量の割合が4に対して地方が6、入ってくる財源はその逆でして、国の6に対して地方の4ということです。したがって仕事量に対して財源が不足しますので、全体の2に相当する部分を地方交付税あるいは国庫補助金という形で地方へ配分されています。しかし、もともと地方交付税は地方固有の税でありますので、国から頂くものではなくて、地方自らが水平調整を行って地方間でやることが必要なのですが、一旦、国庫に入ってしまいますと、政府に陳情して国から貰わなければ廻ってこないとか、補助金についても細々と補助金のルールを国が作りまして、霞ヶ関に多く足を運んだものが沢山もらえるとか、そんなこともまことしやかに聞き及ぶに至り、補助金が主従の関係の具体的装置として働らいている実感を打破していかないと、分権改革はうまくいかないという関係がございます。
　この、「三位一体の改革」では、国から地方に対して3兆円の税源移譲がなされましたけれども、一方では国庫補助負担金の改革で4.7兆円が廃止・削減されましたので、既に此処で1.7兆円の事業が行われなかったわけであります。それから、地方交付税が3年間で5.1兆円抑制されます。この数字は大変重たくて、しかも押し付けられた財源というのは、国民健康保険の都道府県負担であるとか、児童扶養手当の義務的負担部分など、地方に裁量権のないものを財源として渡して、結局のところ国庫負担率の引き下げや義務的経費を押しつけられたわけです。
　次に、神奈川県の歳入ですが、当県は法人二税がかなりの割合を占めておりますので、自主財源は全体の60%を超えています。ただ、平均的な都道府県では自主財源は5割にとどきません。全国自治体1,800のうち、町村レベルでは財政力指数が5割以下のものが全体の8割近くになります。従ってそれらの平均を指して3割自治とか揶揄され、半分以上の財源を補助金・借金に頼らなければやっていけない状況があり、これが補助金や交付税の削減等で、益々深刻な状況に陥っているといわれています。
　ところで、地方分権改革推進法では、基本理念として、国・地方公共団体の役割を明確にすること、地方の自主性・自立性を高めることで、個性豊かで活力に満ちた社会の実現を目指そうとしておりますが、国としては地方公共団体への権限移譲の推進、関与の整理・合理化、役割分担に応じた税源配分等の検討を掲げています。一方、地方公共団体としては、自己決定・自己責任が出来るような、国が考えてくれたアイデアではなくて、自らの頭脳と手足を使って、しっかりその責任が取れるような行政執行体制の整備・確立を図ることが求められているわけでございます。
　地方分権改革推進委員会の現在の委員長は、伊藤忠会長の丹羽さんです。委員長代理の前岩手県知事増田さんは総務大臣に就任されて、東京市政調査会の西尾勝さんと交代されました。本県からは、開成町の露木町長が、いわば町村代表として、地方の声を届けるという位置づけで、佐賀県多久市の横尾市長さんとともに委員に入っておられます。

　さて、分権改革は、平成19年の4月を起点として、11月に「中間的な取りまとめ」が行われました。その間に、委員会活動が29回、地方で行った懇談会が7回行われています。現在各省庁と、勧告に向けた最終的な課題の洗い出しなどに取組んでいます。後ほどまた申し上げますけれども、国のほうからの権限を地方に移す、あるいは国の出先機関である地方支分部局を国自らが廃止して地方に任せても良いというものを、本年一月末までに回答を出すこととなっておりますし、国の関与の義務付けを存続させるかどうかの理由付けもやっています。新聞報道では今年の5月ごろには第一回の勧告があるように伝えられています。先の第一期改革では全部で5回の勧告が出ましたが、今回の地方分権改革推進法は3年間の時限立法ですから、順次勧告がなされて、平成22年の3月に、国会へ新地方分権改革一括法案を出して、円滑な移行につなげていくこととされております。
　ただ、昨年の11月、増田総務大臣が福田内閣に対して11月16日の「中間的な取りまとめ」の説明をしたところ、「もっとスピード感を上げよ」という話があったようで、22年３月の通常国会ではなくて、21年秋の臨時国会に一括法案を出すスケジュールが、今検討されていると聞いています。
　
　次に、地方分権改革推進委員会が、勧告に向けて検討の方向性を示す羅針盤という位置づけで示した「中間的な取りまとめ」については全部で6つのカテゴリーがあります。
　「地方が主役の国づくりに向けた取り組み」には、5つのポイントを挙げています。それから、「法制的な仕組みの見直し等」として、4項目ありますが、ここはこの中間まとめのコアになる部分であります。それから、「個別の行政分野・事務事業の抜本的見直し・検討」ということで、各行政分野ごとに事例を挙げまして、今後、国の事業でどういう移譲や見直しが必要かということを、細かい事例にかなり踏み込んだ内容になっています。また、「地方分権改革と地域の再生」ですが、これもある意味で特徴的な分野で、過疎化する中心市街地、あるいは限界集落といったものを、分権の視点から再生する道筋を示したものです。次に、「分権型社会への転換に向けた行政体制」ということでは、広域連携の拡充について、今後、仮に、権限がどんどん増えてまいりますと、それをどううまく使っていくのか、今までは省庁で一括管理していたものを、今度はそれぞれの地方が、道路や河川のように地域をまたがるものを、どう広域連携させるのかといった対応がでてまいります。さらには、大都市制度のあり方、例えば横浜市360万人、大阪260万人、川崎130万人といった大変大きな規模でありますので、末端の声が届く住民自治が出来て行くのだろうかといった課題など、大都市のあり方の検討がございます。また、地方支分部局において国と地方の事務が競合していると指摘されているものがあります。現在、全国知事会では国の出先機関の必要性を検討して、基本的に各県単位のものはなくしてよい、国でなければ困るもの以外は地方で引き受けよう、また、地方に専門的な職員がいなければ、国家公務員を身分換えして地方が受け入れるよう、このような現実的な提案をしながら、知事会としての提案をまとめようとしております。最後に、「税財政」という大きなカテゴリーがあります。特にその②の「地域間財政力格差の是正」ということでは、昨年の秋以来、税源偏在の是正が取り上げられています。
　ここまで「中間的な取りまとめ」の検討経過などを中心に申し上げましたが、内容につきまして抑えておいて戴きたいポイントとしては、団体自治と住民自治の充実があります。団体自治については、自治体の決定権・裁量権の拡大と税財政基盤の充実確保を図ること、また住民自治に関しては、情報の共有徹底と、住民参加の拡充を図るということです。更に、住民視点の重要性については、住民の視点に立った行政のあり方の見直しがあります。
　次に、「地方が主役の国づくり」の関連では、ポイントが3つあります。まず、地方政府確立の為の権限移譲です。中央政府と対等・協力の関係といえる権限移譲、義務付け・枠付け・関与の見直しが問われます。それから、「完全自治体の実現」という、ちょっと聞きなれない言葉が出てきます。これは、条例の上書き権に代表される自治立法権と、自治行政権、自治財政権を併せ持つ完全自治体である地方政府が実現してはじめて中央と地方が対等・協力の関係に立った「協議」ができるようになる、という考え方であります。それからもうひとつ、住民本位の自治と、自治を担う能力の向上です。ここでは、首長、議会、住民夫々の意識改革を図って、職員の資質向上に努めようとするものでございます。
　住民本位の分権改革ということでは、まず法制的な仕組みの見直しとして、現在約1,000本程度、法令レベルにおいて、義務付け・枠付け・関与を定めているものがあると言われております。たとえば、指定介護老人福祉施設については、食堂と機能訓練室の合計面積は3㎡に入所者の数を掛けたものを下回らないとか、廊下の幅は1.8m以上とするとか、中廊下は2.7m以上とか、がんじがらめに国が決めています。そもそも施設の使い勝手とか規模とか、需要に見合ったサービスとかは、地方に任せて良いのではないかと思われます。それから、満2歳以上の子どもの保育所については、保育室または遊戯室は幼児一人について1.98㎡以上なくてはならないとか、屋外の遊戯場は一人について3.3㎡以上とか、調理室や便所を設けなさいとか言われなくても分かることまで国が決めています。
　それから、条例制定権の拡大は、大変重要でありますが、法令を条例によって上書きできる範囲を拡大するものであります。法令が書ききれていない部分について、よく「横出し」とか「上乗せ」とか表現されますが、先般、神奈川県で成立した知事の多選禁止条例も、条例制定権を使って、公職選挙法や地方自治法に無い項目を条例で上書きしたといえるわけであります。
　あとのポイントとしては、過疎化する中心市街地や限界集落の再生、それから、地域格差の修正として、東京都ほか6つの自治体で法人事業税の一部を地方税から国にまわすことで減収となりますが、国税と地方税は本来性格が違いますので、地方間格差は地方が相互の間で取り合うようなことのないよう、小手先でない抜本的な改革が望まれます。
　加えて、分権を意識した行政体系では、広域連携、大都市制度、出先地方部局を夫々どう考えて行くかがあります。
　今後、政府が行う具体的指針の勧告にあたっては、国民の関心はもとよりですが、地方自治体関係者とも密接に連携する、ということが示されております。
　次に神奈川県の自治基本条例の状況について申しあげます。資料にありますとおり、全国で約90の市町村がまちづくり基本条例や自治基本条例などの形で、この種の条例を持っています。都道府県レベルではまだ制定された例はありません。神奈川県で出来れば、全国最初になろうかと思います。北海道の行政基本条例には議会の規定がないということで、本格的な自治基本条例ではないと捉えています。
　県内の市町村では、制定した市町が7つ（川崎市、大和市、海老名市、愛川町、寒川町、平塚市、湯河原町）と、検討中の市町が9つ（厚木市、綾瀬市、鎌倉市、藤沢市、茅ヶ崎市、大井町、開成町、南足柄町、箱根町）となっています。制定した市町と検討中の市町を合せますと、33ある市町村の約半分ですが、それらの市町の人口と面積を合計しますと、県全体の約3分の１を占め、こうした状況は全国のトップクラスです。
　本格的な県の取り組みは平成16年3月からですが、17年の10月に県自治基本条例検討懇話会の委員を10名の方にお願いし、一年かけて18年の11月に知事に報告書を出していただきました。
その後、地方分権フォーラムの開催や出前講座などで県民のご意見も聞きながら、19年7月「地域主権実現のための基本方針」の取組施策へ位置づけ、同じく10月の「神奈川県自治基本条例（仮称）」素案の策定へと進んできたところです。そして、昨年秋に約40日間パブリック・コメントを募りました。703件のご意見をいただき、県民からは7割に当たる487件、市町村から104件、職員からも112件ありました。これらにつきましては、条例作りにつなげて行けますよう、現在、一件一件丁寧に検討しております。
　
　時間も参りましたので、ご説明は以上とさせていただきます。
三嶋　大変ポイントをついたご説明を戴きました。それでは15分ほど、いまの説明についてのご質問のあるかたは手を挙げていただきます。
下条　三点質問です。県民について謳われていますが、我々の「市民」の定義の参考に、この「県民」の範囲。それから、この条例を理念的なものでなく、実践的なものとするための仕組みが色々あると思いますが、そのうちの、我々が「協働」といっているものを「連携・協力」と表現されていますが、その理由。また、鎌倉市では協働のプロジェクトが7つほどありまして、そのうち二つは民間提案のプロジェクトですが、県の場合いくつプロジェクトがあってそのいくつが民間提案によるものか。以上です。
川﨑　ではまず、県民の定義であります。私ども広域自治体が作る自治基本条例が、基礎自治体である市町村のものと一番違う点は、市町村の場合ですと住民と市町村の関係を第一に考えて作られますが、都道府県の場合は、県民との関係に加えて、市町村との関係を考慮して作ることになります。既に県内の市町村の半分近くが自治基本条例に取り組んでいることを考慮しますと、いちばんオーソドックスな考え方は、地方自治法の規定どおり県内に住所を有する者を県民とする事であると考えられますので、地方自治法どおりの規定ということで整理をさせていただこうと考えております。
　次の、理念条例かどうかということでは、県にはいま約330本の条例がありますが、自治基本条例はこれらを全て束ねて総合化・体系化する中で、最高規範性を持ち、将来できるであろう条例も含めて、全ての条例に自治基本条例の理念を担保できる仕組みを考えたいと思っています。
　それから、なぜ協働でなく連携・協力という言葉を使ったのかということですが、県の自治基本条例では新しい権利や義務を発生させて行こうとは考えていないわけであります。県の総合計画に位置づけた「県民パートナーシップ条例（仮称）」というものを作ろうではないかということで、現在、識者による検討もされています。そもそもの話になりますが、自治基本条例は、有識者による検討懇話会で一年かけて議論されました。そこでは、主権者である県民が自分たちの権利を実現する為のひとつのツールとして議会や知事、職員があると考えられています。懇話会の言い方を借りますと、主権者である県民が、ツールである知事や職員と対等に立つはずが無いということです。つまり法の概念では、対等ではないけれども、実態としては知事や職員と県民が共同して社会を作っていくということはあるわけです。そういう考えに立ちまして、民間との協働という言い方はせずに、「民間活動との連携協力」という言い方になっています。先ほどの、頂いた703件のご意見の中でも、異なるさまざまなご意見を頂いております。
次に、民間からの提案事業につきましては、これまで職員からの提案は幾つか取り上げてきましたが、昨年はじめて県民からの提案を募って、現在その選定作業を終え予算化が進んでいます。件数については、現在、予算調整との関係で申し上げられませんが、ただ、期待していたほどの数は集まってなかったのかなという印象を持っております。
増田　3点お伺いしたいのですが、まず、県政とは何処から何処までを指しておられるのか、二つ目は、県政に参加する制度も考えられているのですが、どうも市町村を通じてのものが主体で、直接県民と県が接触する機会は少ないかと思うのですが、実際はどうか。それから、国から県への権限移譲について多く説明がありましたが、県から市町村への権限移譲はどうなっているのか、移譲された主なものは何か、以上についてうかがいます。
川﨑　第一の県政の概念ですが、私どもの素案検討の特徴として、地方自治法が定める地方公共団体の仕組み、目的、役割等の部分は、基本的には割愛して、むしろ住民自治の立場から書き込んでいくという性格になっています。従って此処でいう県政というのは、ある意味では自治法に決められている団体事務全般を言っておりますが、内容的には県民の権利を実現する為の行政運営に的を絞りながら表現していきたいと考えております。
　それから、二つ目に市町村を通さない直接の県民の県政参加についてのご質問でありますが、直接参加の仕組みとしては、県民集会ですとかフォーラム、あるいは直接の広報広聴制度というものについては、県民部が所管しております。そのほかに、地域、年令、其の他さまざまな背景からなる県民のご意見を直接知ることが大事だと考えておりますが、市町村が取りまとめてそうしたご意見をいただくことも重要でございますので、これまでは、市町村経由で伺うということに較べて直接県民からご意見を伺う機会が少なかったかと思います。これも、市町村の頭越しの感じにならないような、今後は、直接声を聞かせていただく機会を増やすべきかと考えております。私どもといたしましては、今後、自治基本条例に基づき参加しやすい、開かれた県政にして行くというのが基本的な考えでございます。
　次に権限移譲についてですが、神奈川県は早くから市町村に対し権限移譲を進めてきた歴史がございます。平成12年の地方分権一括分権法でも、移譲すべきものは条例に基いて、財源も場合によっては人も付けて移譲するという考え方もございますが、県では法制化を待つまでもなく、平成8年に県と市町村間で「行財政システム改革推進協議会」を立ち上げて、市町村の要望に応じ、そこでの協議を通じて権限移譲を進めてきた実績がございます。しかし、例えば都市計画に関するもので、地元の開発方針と県の環境施策や産業対策など広域的な視点との調和などは権限移譲にあたっては重要な観点であると思います。また、県ではチャレンジ市町村制度と呼んでいますが、福祉や社会資本整備の分野で個別の権限をばらばらと移譲するのではなくて、包括的に移譲を望む自治体があれば、これをまとめて渡していこうという考えをもっています。先ほど申しあげましたように、県は早くから積極的に権限移譲に取り組みましたので、他府県では移譲されていないものでも本県では、多くの権限が市町村に移っています。そうした中、結果的に、新規の移譲に積極的でない市町村も見られる状況がありますので、私どもといたしましては、出来るだけ魅力のある権限移譲が出来ますよう、担当部局に研究してもらえるようお伝えしたいと思います。
人見　さきに基本条例の素案についてパブリック・コメントを実施されたと諒解しますが、今後条例の案が出たときにもう一度パブリック・コメントを求められる予定があるかどうかが一点、それから、条例制定権の拡大ですが、これは法令の範囲を超えて条例で上書きできるようにしようという動きなのか、それとも上書きの範囲を拡大できるように法令を見直そうとしているのか、中間とりまとめの言わんとするところをお聞きしたい。
川﨑　第一点について、最初にパブリック・コメントを実施したときは素案についてでございました。これは県のパブリック・コメントについての条例に基いて行ったものです。県の要綱では議案そのものについてパブリック・コメントを求めるわけには参りませんので、次に行う場合は、もうすこし素案のレベルを上げて、できましたら条例案に近づけたものについて、スケジュールは未定ですが、皆様のご意見をいただく機会を得られればと考えています。

　それから、条例制定権ですが、基本的には法令を超えてということは出来ませんので、法の範囲の中で、法が予定はしているが書ききれてない部分を拡充する場合がひとつ、それからもうひとつは、法令があまり細かく書き過ぎていると条例で定める余地が無いというような状況にあっては、詳細は条例に任せるというような枠法としての性格を持った法令が望まれます。つまり、いわゆる「白地」を条例で埋めるという考えです。このように先々、条例で埋められるような大枠の法令作りが望まれる意味を含めて、前者の「条例制定権の活用」とともに、「条例制定権の拡大」を駆使していくことが議論の俎上にあるものと理解しております。
